
第 2号^様式(1)― (⊃

(単体発注・事後審査■)

那覇港管難組合一般競争入
=と

公告第53号

地方向治法 (昭和22,法律第67弓つ第234条第 1頭の規定により、 餓競争,(札 (以下「ユ、札Jと いうも)
を次 l′)と おり実施するっ

行́不要6行i12.月 9日

1 人札に付する事項

那郵送管理糸豊合管囃者 工城
1悸囃球蝉

(1う 業 務 名 那覇ふ頭れ地磁気探査業務委託 (R6)

(2) 嬢 行 場 所 州
`覇
港郎覇ら、頭地区

(3) 業 務 内 容
那覇港那覇手頭地区とこおける進地浚渫工事に伴う磁気探査及び想定される潜水探査を
fl,う 6

(4) 騒   行   報   間 契約締結 際の翌爾から令和写年3月 31日 まで

(5) 設   計   金   額 8,096,000円 (税込 )

(6) 資 格 審 査 方 法 事後審査4と ※本業務は、競争参加資格の審査を入札執行後に行 う.

(7) 最 低 制 限 価 格

本.入札条件イま、最低組限価格が設定されているため、最低制限価格未満の′入札者は
本札者となることができない。
※「那覇港管理組合が発注する窪設工事等に係る最低制限価格Hノ.扱要領」
(hととpsi//nahapoィ Iヽ,jP/わ usi nOss/con ik'ac1/〕

(3) 適 用 す る 捜 術 者 単 価
令和6年 3月 設計業務
委託等技術考単価

χ本業務の千定′lばi格は左記に示す設計業務委託等枝有こ狩半租
を適用して積算しており、入札参力旧者はl口l単価を適用し/て見
積りを布,い人札することっ

(9)

そ の 他 適 用 の あ る

法 令 、 制 度 等

(※本案件は、有表のう

ち、③自
'を
付した制度等の

適用がある。

'

議会議決

本業務 iま、議会の議決に付すべき契為及び財産の政得叉|ま処分
に関する条例第 2条の規定に基づき、議会の Bl意の議決を要す
るため、落本と決定後は仮契約を締結し、議会の同意の議決を経
て通知したときに本契約となる。

準備手続き
(予算成立前,

ホI手続きは、次年度当初 (補T)予算成立を前撮とした年度開
始 (予算成立)前からの準備手続きであり、予算成立後に功カ
を生じる事業である。従つて、議会において当初 (燕正)予算
案が否決されメた場今は、契約を締結しない。また、次写度当初
(布下)予算成立後においても、圏席支IH金に係る交付申請等
の手続きの関係上、人札を廷報する場合がある。

準捕 r手続き

(交付決定前 )

本手続きti、 四車支幽企に係る予算使用を前提をf監 /た事前準備
手続きであり、交|:^決定後に助力を生 じる事業である。従つ

て、交行申議等の手続きの関係上、入札を延期する場合があ

る。

準備手続き
〔繰越承認前)

ぶ手続き黛、議会における繰越承認を前撮とした事自を準備手続
きであり、議会承認後に効力を生じる事業である。従つて、議
会 tミおいて本業務に係る予算の繰越承認が否決されナた場合は、
人本とを延森叉ほ中止することがある。

=た
、予算の繰越ぶ謡後

においても、国庫支l中金に係る繰越 (翌債)手続きの関係 li、
人札を延報する場合がある。

債務魚担行為業務
本業務とま、債務負祖行為:こ係る契約の特貝」の適用を受 iす る業務
である。
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2 入オと参デJ目資格
次に荘める要件をす /くて満たと/ている有資格業者であることり

(1) 種   区 調査

那覇港管理紳合の浪lr融・建設コンサルタント等業登録業
帝名簿において、左記の登録を官するもの。

(2)

,レ ン

入札参加資格ネ簿難録年 令和617年度

(3) 録  業 磁気探査

(4) 地方向治法施行舎第 167条の楽の規定に該当 tンない帝であることG

(5) 入札日から当該萎託の落本と決定田までの間において、那覇港管理糸尋合の指ネ体止鉗置を受けていないこと。

(6)
会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者叉は民事再生法に基づき再生手続き開始の申立

てがなされている者 (手続き開始の決定稚、入札参′l目費格の再講定を受けている者を除くc〕 で1まないこと。

(7)
警察圭局から、暴力剛員が実質酌に経営を支配する建設業帝又なこれに準ずるものとと/て、ガh薪進管理組合発
注工事等からの排除要請があり、半該状況が継統している者でないこと。

(8)

人札に参珈しようとする者の間に以 下の基準のいず孝1)かに該当する関係がないこと。
なお、以下の関係がある場合に、辞遅する者を決めるために14事者間で連絡を取ること,ま、那覇港管姓組合競争

契約入札心得第 3条第 2項の規定に抵触するもので1■ない。

ア 資本関係                                ′

次のいずれかに該当する二者の場合。
(a)子会社等 (会社法 (平成 17年法律第86号・)第 2条第 3号の 2に規定する子会社等をいう。以 下夏じ◇)
と親会社等 (問条第4号の Eに規定する親会社等をいう。以下測じc)の関係にある場合
(b)魂会社等を同じくする子会社等珂十の関係にある場合

イ 人的関係
次のいずれん主こ該当する二者の場合むただとン、 (a)については、会社等 (会社法施行規員1(平成13年法務

省令第12号)第 2条第 3項第虜号に規定する会社等をいう。以下同じ。)の一方が民事再生法 (平成11年
法律第225号 )第 2条第 4号に規定する再生手続が存続中の会社等叉 |ま吏生会社 (会社吏生法 (平成14年
法律第154号)第 2条第 7項に規定する更生会社をいう。)である場合を除くG

(a)1方 の会社等の役員 (会社法施行規則第 2条第 3項毎 3号 tこ規定する役員のうち、次どこ掲げ石者を
いうぃ以下同じ.)が、他方の会社等の役員を現に栄れている場合
1)株式会社の取締役ёただし、次に掲げる者を鍮くど
O会社法第2条第11号α〕2に規定する峰査等委員会設置会社における監査等委員である取締役
②会社法弟 E条弟12号・に規定する指名姿員会等設離会社における駁締投       

―

①会社法第 2条第15号に規定する社外取締役

④会社法第348条第 1項に規定する定まに別段の定めがある場合により業務を執争∫しないこれとf
さ孝げてヤヽる取締役

2)会社法第402条に規定する指名委員会等設世会社の執行投
3)会社法第575条第二項に規定する持分会社 (合名会社、合資会社又は合副会社をいう。)の社長
(同法第590条第 1項に規定する定款に馴段の定めがある場合により業務を執行しないこととされ/

ている社員を除く。)

4)縦合の部事
5'その他業務を執行する者であつて、 1)か ら4)ま でに掲げる者に準‐0・る者
(b)^方 の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第64条第2項叉は会社更生法第67条第 1項の規定とこ
より選任された管則人 (以下単に管員l入 という。)を現に兼ねている場合

(c)一方の会社等の管則人が、他方の会社等の管閑入を現ti兼ねている場合

ウ その他の入本との適正さが阻害されると認められる場合
組合(共同企業体を含屯|。 )と その帯成員が向 の人札に参力贈t/ている場合その他上記ア又はイと同祝
とンうる資本関係又は人時関係があると認められる場合。

(9) 地 域 要 件
那覇市ゝ浦添市、糸満市、螢見域市、南城市、南風煉町、人童頑町、与那煉‖r、 宜野湾

市、丙距熙「内とこ本店があるこユ
Ⅲ

(10)

業
務
実
績

対 象 期 間
白 平成26年 4月 1日 左記の期間内にド瓢の対象業務を議負い、完成・引渡 t/が

完了センた業務実績を有すること。至  令和6年 1全月 19翔

対 象 委 託 (調査)磁気探査

備 考 沖縄県内にお rす る磁気探査業務

2/6



(11)

肥
置
予
定

技
術
者

備 考

次に揚げる要件を満たす管理技行者を当該業務に緊雄することができることG

(ア)ド記の資格のいずれかを為すること。
①技術士 鷺総合技術監理郡 P号 (建設叉は応用理学)】 の資格を有し、技術生法による傘録
を行つている技術精かつ磁気探なの経験を有する技術者
〇技イ′士 雑建設存卜F写叉は応用逃学部門善

‐
で平成12年度以自1に試験に合棒し、子又価上法に

よる登果を行つている技術をかつ磁気探査の経験を有する技術者
③技術上 と建設部麗又iま応用4手郡麗甚で平成13年度以降に試験|こ合格し、技術上法に
よる登長を行つている場合には、7年以上の実務経験を有し、かつ本業務t二該当する部
F号 (技 帝々士制度における技

=好

蔀 F号で建設蔀 F写 叉は応用逃学部 F写 )に 4年以 [:従事している

技術者かツプ磁気探査の経験を有する技術帝
0港湾海洋訓査生 〔危1父物探査部円との資格を有する技術者
⑤RCCM患地質部瑯又は十質及び基礎裁ギ月)の食格を有する技術者かつ磁気択なの経験
を布する技村者
0 般社湖法人沖縄県磁気探査務会が認定する磁気探査技士の資格を有する技術者
〔F)l上記 (10)の業務嬌行実墳を1件以 上二有すること。
(ウ)管理技術精にあつて|ま、入本と調前に3か質以上の前接的かつI亘常的な雇用欄係があ
ることぃ

(12) 1文 抜 け 案 件

以下の業務を落札 した者は、木業務の藩札者となることはできない.

・該当無とン

患 設計図壽等の配布、質 FΠ再及び回答

4 資格確認申議壽等 Fプ)提出

設 計 図 書 等 の 足 れ

抑〕 聞 陶 令森6年 12月 9輝 (月 ) 至 令和6年電士]19暉 (本 )

足  布  方  法 那覇違管理組合ホームペ峙ヽジにて肥者すする。 (https:/′ n』 ,apっ It.jpr)

肥 布 場 所 ・

問 い 合 せ 先

那覇市通堂‖]‐ 2番 1号  31踏
ガh朝港管理組合 総務報

`―

総務諜 員J務班
目菖言舌  098-368-2535

賓 聞 ・ 回 答 期 間 等

(1)入 札・契約手

続に関す ること

嘉
`窃

市通常町 2番 1号‐

那覇港管理紳合 総務部
電話 098‐ 868-2585

3階

総務課 財務班
FAX  098-368-2Gヽ 2,

(1)と 記 (1)以 外
に 鯛 す る こ と

那覇市通堂町 2番 1号  之階
那瑞港管翼組合 企画建設引∫ 計画建設謀
電話 09渉36排0386

提 出 期 間
蜘 令下H6年 12月 9日 研 )  ～  至 令和6年 12月 13戸 (本 )
L記理闘の土 日及び祝 騨を除く毎日、 9幹から生7時までc

提 出 場 所 上記 (1),こ扇じ。

擢 出 方 法 電送 (mx又 :■メーノンsOu血恵_nvusatsζ Onahapo」 t.jp))又 |す 1寺参

国 答 方 法
弗h親港管理組合ホームペーデ (it ir,si/れ lahaI,ci t,,I>/)及び上記 (1)に

おいて、以下の難闘、商覧に供する。

同 答 期 間
口答 日から 令驀6年 12月 24日 (火)  まで
ti記期間の土爾及び視‖を除く毎日、 9時から17時まで。

資 格 確 認 申 請 書

本競争の参力E希望者は、次の書類を期限内に提触け ること,
なお、報眼までに提出がない場合、本競争に参力Hすることができないり

提 出 書 類
0-般競争入札参力口資格確認中講書 (第 3号様式)
0返イ言畑封伯 (人札結果逓知用 (110円 切手難付))

提  出 期  間 自 
令下熙6年 12月 9日  (月 ) 量 令和6年 12月 19劇 (本 )

と譴期間の上日及び視 日を除く毎日、 9時から16時まで。

提 出 場 所

那覇市通堂町之香 1号  3踏
郎季港管理組合 総務謝

` 
総務課 簿務班

属三言語  09じ -868-2535

提 出 方 法 持参又 tま郵送 (一般書雷もとンくは簡易書留)

提 出 部 数 1嘉i
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5 入札手続き等

入  札  鞭  日  等

入  札  方  法

本業務は、紙入札により実施する。
入|し書等は、あらかじめ:旨定する爛に西送進されるように (「西ユ進 輝指
定郵便J)、 「 …般書雷」又 tま 「簡易壽冒」のいずれ,かの方法 ,こ より瑯
送することc持参や普通郵f更等で提出された場合、無助とする。

提 出 書 類
0´入札書

O業務費内訳書
配 達 指 定 日

(入 札 口 〕 合和6年 lE堤 £4郵 (大 )

宛 先

〒9000035  那覇市通堂‖]Ⅲ 2番 1号・

那覇港舌ナ里組合 総務部 総務誤 財務班
竃語番号 098-861」 2686

入 札 書 に 記 載
す  る 金  額

落札決定にあたヤ,て は、入春と書に記載さ加メた金額に当該金額の100分の

10に /1厨 当する鎖をカロ算した金額 (当該令額に1「蛛 満の端数があるとき

は、その端数全額を男り捨てた金額)を もつて幕札価格をすするので、入
本し者とま、消費税及び地方消費税に係る誤税事業者であるか免税事業者で

あるかと薪わず、見積もつた契約希望金額の110分の100に禅当する金額
を入札書に記載すること,

入́ 本とに 関
~9~る

注  意  事  項

ア 入札普,,く じの数 !芋:(任意屹多数学 3石)は、関額くじ抽選が発生と/
た錫合すと彼ナlJするため、愁ず記入することり
イ 朧達指定用以外の限二届セ`た入本と普及び業務内訳普は、登理 しな
をヽ .、

ウ 入
=し

普の解付は、開
=し

博を記入すること◆ !

業 務 費 内 訳 善
の   提   出

ア 第【厨雲の人 と́に殊とント入札需すこ記載され′る入札金額に対応した業務

費内試書 (様式自lil)を提鵬することc
イ 業務費″ヽl訳書には、作威年月園、項目、員数、半価及び金額を移〕う
かにし、商号又はネ務咄とびに住斎を記戦すること.
ウ 業務費 lア 1ヽ訳書に1ま、代表甘日Jを押 F警すること。
■ 管理者 (これらの者の補 I力 ;哲

‐
を含むc)は、提出された業務費内訳

書について説夢1を求めることがあるじ

人 札 の 無 朝
本公告に示した競争参碑H資格のない著の 17た 人札、資格確認申請書等に虚健の記載をとッた

者のした入札及び入本とt工 麗する条件に違反 した入本と,ま、無勤とする。

入 礼 の 辞 退 等

資格確認申請普,'提出後、都合により入札を辞退する場合は、開
=と

口時までに入札辞退屈
を提出することり
また、落札決定までの間に他の業務を落札 したことにより鮭置予定技予貯者を本業務に阻置

することができなくなったときは、直ちに報告することど当該報告がなく、本人札の手続き
が審札決定まで全った場合、精名停 止l計置姜領に真づく持峯停 止を行 うことがある.

の 他

7幕 札侯補者がいない場合は開札後直ちiこ再度入本とをな,う ので、再度入札にヽ参れする
場合 :ま、開札寺,点から立ち会 うこと。初度の開札時に立ち会わない参加を |ま祥度入

札を辞選 したものとみなし、再度入札への参力日を認めない。
イ 代選入が入札する場合すま、入札を行 う籐に委任状及び陶己の幕鑑を対参することぅ

ウ 姿任状とこは、業務名を記入することc
工 再度入札参力口者又」■書度入札参加者の代理入燃、当該入札に対するr述の斗度入本L参

力‖者の代理をすることはTごきないじ
オ キ度入札 tま、 雲藝分みとする.

関   札    :ヨ 時I 令科6年 12月 25層  〔水)  14:OO ※人札書の口付

開   札   場
那覇港管理組合 2階大会議室
熙入札帝は、繭札に立ち会 うことができる (再人札に参加する錫合|ま、開札時点から
立ち会 うこと)。
所
|

6  謗綺本L
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7 安格稚認資料 rプ)提出と競争参力講資:各の審査

落 札 候 補 者 の 選 定
及 び 事 後 審 査 の 実 逸

開札後、落札者弘)決定を保留し、予定価格の範囲ぬでイl効な最低の価格をもツつて入本とを
行ぅた者 (以 下「落札候補者姪という。)か ら順に競争参加資林α)審査を行うな落

=L侯
補者

ti、 華眼までに資格確認中諦書等を発出とフない場合、競争参力H資格がないものとするc
なお、藩札候補考は I振位から賑ここ3者 (と位の者と同額の者が梅独いる場合イ攻この眼りで
はない゛)を決定し沓揺確認資料を求めるが、適格者が確認できたH寺点で、次1頂柱以降の新
分競争参力口資格の幣査は行わないものとする.

通   知   爾 今和6年 12月 25日 (水)17:00 まで (予定):こ対象業者あて通知するぃ

提 出 期 限 今和 6年 12''27ヨ (金)15:OO iで

提 出 書 類

①妃置予定技術者の資格等 (様式 1)

③業務実績 (様式2)

②資終確認中請普 (第 3号様式)の資終確認の各項目に記載とンたケ隊要書類

提  出 謝; 数 l吉岳

提 出 方 法 原則、持参

提   出  先
〒9000035  郵覇市通堂町 9番 1号
ガト覇港管理組合 総務部 総務諜 財務班
電話番号 098-86群2585

競 争 参 加 査 格 の 確 認

競争参カロ資格の確認は、開札後、申請普等の提出期限α)日 をもつて行 うものとと/、 その結

果 tミ雰 下の日までに書瀬により通知する。

令和7年 1月 8F(水)(予定)

なお、落札侯構者について競争参加資格が確認され適格者であることが確認できた.場合

は、落札者決定通矢|を く)つ て資格確認結槃の通知 tこ代えるものとする。

落 札 者 の 決 定 方 法
事後審査の結果、落

=し

候柿者が競争参加資格を満たしているを確認した場合は、当該落札
侯補イを幕札考とする。■た、その結果は、全入札参毒F者に通鋒するc

競争参′J目資格がないと認め

られた者がその理由に対 し′

て 不 服 が あ る 場 合

競争参加資格がないと認みられた者は、管理者に対 して競争参力口資格がないと認めら身1,た

窯曲tこついて説り]を求めることができるご

管理者 |ま説明を求められたときは、■情を申し立て難限の習 日から起算して 5日 以内 (休

日を除く)に税引を求めた者に対とフ、書面により同答するc

提 出 報 限
競争参舟「資格確認常呆の通舞を行つた日の浮日から起算 t_´てる郎以内
(体 籐を除く)とするど

提   出  先 昇る覇港管理細合 総務部 総務誤 彫務班

提 出 方 法
書面 (様式白1嘉 )を持参すること。調;送又は電送 (メ ールや凱X)によ
るものは受け付けない。

本 入 札 に 係
資 料  の 取 扱

る

い

ア 資格確認申請彗等の4f成及び提 l中 に係る費用嗽、提汁1者の負担とする. ヽ

イ 契約担当者は、推雄|さ淑′た資1各確認申諦書等について、競争参方H資格の確認以外こと

提十1者に無断で使用 とィない。
ウ 提出された査格確認中講書等は、返却しない。
工 提出典:娘内に限り、資棒確認申請普等の修T、 差 し替え、追カロ、吾提出を認める。
オ 提出報祟を過ぎた場合、資格確認中講書等は受づ付けないり
脅 資格確認申請書等の受醜後、書類内容を審査 t_ィ、書類の記載漏れや添付漏オ1,等が

茂)つた場合は競争参力‖狩格無しとなり、落札者となることはできないご
キ 資驀確認申請普等に爺偽の記載をと/た場合、持名伸 止措置姜領にえづく帝ネ停 止

を行 うことがある。
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8 入卒と保証金及び契約保証金

入 札 保 証 金

入本と件証令の金額等 :よ、現金又|ま管理者が確実と認める市価越券等をもつて見積る契約金

額の100分の5以上を納付するものとする。ただし、次のいず瀬メかに該当する場合は、人札保
証金の納付を免除する。
ア 保険会社との出に組合を校保険者とする人札保証保険契為を締結と/た とをc
イ 国 (独立行政法人含む。)又 |ま地方公共団体とその種類及な規模をはぼ翔じくする契
約を締結 t′た実紋を/1し、これⅢJの うち進去 2衛年の間に履窄,芽:眼の到来した上以上の
契約を全て献突に獲行 した者。
なお、次の著 :ま人札に関する条件 ,こ違反とンた tう のととノて、その人本しを無効とするり
(1)理眼までに入札保証金の納付、者 と́́くとま続付に代わると記ア、イのいずれか:二係る
書類の提出のない者
(ハ 入
=L保
証全の金額等が と記の条件に満たない場合

(3)人札保証企等の熱付等に係る書類に不備があった場合       ′

また、一度提出され,た入札保れL金の納付等の変更ユまできないものとするc

※ 入
=し

保証金を免除と/た落札者が契約を結ばない場合、損害賠償全として、入札金額に
消費税及び地方消費税を力Eえた額の100分の 5を那鶏港管理組合に納付とンなけれ′ばならな
モヽ c

Xイ :こより入札保証金の免除を受ける場合は、様式「地方公共団体等契約状況確認!を
提出すること,

提 出 報 限 令和6年 12妊 £3要 観 )17100 まで

提 出 先

〒9ё併8035  那覇市通堂報1‐ 2番 1号
ガト義港管'理組合 総務部 総務課 財務班
電話番号 09,186静2585

入 札 保 証 全

(現 金 納 付 )
提 出 方 法

ア 「入札保証企納付書確行 lどく頼書』を持参すること
孝要事説連絡
イ 組合が発行する納入通知書塩より金融機調で保証全を

維付 し、領収普 (写)を li記別限ま
ヤ
ごに提出するこ

とG

入札保証保険証券・
'、

宇と保風ヒ姿・地方公共圏
体等契約状況盤認資手I

提 出 方 法
持参又恩郵送 (配達が確認できる方法にてと付するこ

と

'

保 険 樹 問

保 証 期 間
膊本と日から2か月とする.

有 価 証 券 等
受入 郎時 。受入方法等の調整があるので、事舶に

'上

記1■粥報まで連絡
すること。

製 約 保 証 金 免除 (那霜港管理細合契約規貝」第 4条第 1項第 9号による)

西こ 置 予 定 技 術 者
の   確   認

落をと決定後、テクダス́等により配置予定技術者の実績に関する違反の事実等が確認された

場合、契約を結ばないことがある。
なお、病気 。死亡 ,退職等のi場合でやむを得ないと t▽′て承認された場合の外 lま、資幣確認
申議書等の差誉えは認めみ加/ないど

病気等¢特別な埋由によりやむを得ず配畳予定技術者を変更する場合 tま、 9に掲げるえ準
を満たとン、かう当初の配雑予定技術者と同等以上の者を阻性 とンなけ承,ばならない。

前  金   仏 契約金額の30勇以内
支 払 条 件

部  分   払 適用あり
※那軍港管理細合契約規貝!第41条の規定堅数の範囲内

契 約 締 結 時 期
本業密ここ係る契約 |■、幕札斎の決定後く 7日 以内に締結する。ただとン、管理者が特tと指示
したときとまこの限りで‡まない。

講 負 代 金 等 の 変 更

本業務の契約締結後、本業務の業務委託料を変更務議する場介及び本業務と調連する業務
を木業務受注者と髄意契約する場合、変更協議又は関連する業務の予定価′T各の算定黛ミホ業
務の諦魚ケと率 (当初契約額■当初設計額)を変更業務価格主たは麗連業務の設計額 :こ棄じた
額で行うc

人 札 参  加 者  等
の  遵  守  事  項

入札参加精は、ガh朝港管理赳合競争人札心得、上本設計業務等褒託契約幕及び仕様書を熱
読し、これを遵守するこな。
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